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最近の道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、輸出は、北米向けは減少を続けているが、主力のアジア向けを中心に増

加している。住宅投資は、基調としては持ち直している。公共投資は、減少幅が縮小傾向に

ある。個人消費は、冬物商品の販売が低調で弱い動きとなっている。

生産活動は、横ばい圏内で推移している。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに

改善している。企業倒産は、件数は増加したものの負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

１２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．７％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲３．９％）は、主力の衣料

品、飲食料品ほかすべての品目が前年を下回

った。スーパー（同▲０．８％）は、主力の飲

食料品は前年を上回ったが、その他すべての

品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．８％）

は３ヶ月ぶりに前年を上回った。

②住宅投資～２ヶ月連続の減少

１２月の新設住宅着工戸数は、２，４００戸（前

年比▲５．２％）と２ヶ月連続して前年を下回

った。利用関係別では、持家（同＋２９．５％）

は増加したが、貸家（同▲１４．７％）、分譲

（同▲４５．６％）が減少した。

４～１２月累計では、２４，０１５戸（前年同期比

＋６．０％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋９．２％）、貸家（同＋１．２％）、

分譲（同＋１８．１％）いずれも前年を上回っ

た。
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③鉱工業生産～生産は弱含み

１２月の鉱工業生産指数は、前月比▲１．５％

と２ヶ月ぶりに低下、前年比では±０．０％と

横ばいとなった。

業種別では、前年に比べ一般機械工業や鉄

鋼業、石油・石炭製品工業などが上昇し、化

学工業や金属製品工業、食料品工業などが低

下した。

④公共投資～１０ヶ月ぶりに増加

１２月の公共工事請負金額は、３５０億円（前

年比＋１４．７％）と新幹線関連工事が底上げ

し、１０ヶ月ぶりに前年を上回った。

発注者別では、国（前年比▲１９．６％）は前

年を下回ったものの、道（同＋７．０％）や市

町村（同＋２．１％）は前年を上回った。

４～１２月累計では請負金額６，５６４憶円（前

年同期比▲１８．６％）と前年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４２倍となり、前月比では０．０２ポイント低

下、前年比では０．０７ポイント上昇した。前年

比は１１ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比６．８％増加し１１ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、卸・

小売業（前年比＋１４．３％）やサービス業（同

＋１１．１％）、運輸・郵便業（同＋１４．２％）な

どが増加した。
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⑥来道客数～５ヶ月連続で前年を下回る

１２月の来道客数は、８１２千人（前年比

▲３．０％）と５ヶ月連続して前年を下回っ

た。航空機利用による来道客数が５ヶ月連続

して前年を下回るなど、国内需要が減少して

いる。

４～１２月累計では８，９１９千人（前年同期比

▲１．１％）と前年を下回って推移している。

⑦貿易動向～輸出２ヶ月ぶりに増加

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比２９．９％

増の３５０億円、輸入が同１７．８％増の１，１３４億円

となった。

輸出は、さけや鉄鋼、船舶などが増加し２

ヶ月ぶりに前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、とうもろ

こしなどが増加し１２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

平成２３年１月の企業倒産は、件数は３９件

（前年比＋２．６％）、負債総額は９７億円（同

▲１８．９％）となった。件数では２ヶ月ぶりに

前年を上回ったが、負債総額では２ヶ月ぶり

に前年を下回った。

業種別では、建設業１５件、製造業、卸売

業、小売業各６件などとなった。

平成２２年４月～平成２３年１月累計では、件

数３７０件（前年同期比▲１１．５％）、負債総額

９６５億円（同▲４１．２％）と件数・負債総額と

もに下回った。

道内経済の動き
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２２年実績
２１年に比べ、売上DI（△２０）は、政
策支援効果などから１６ポイント上昇し
た。一方、利益DI（△１９）は１ポイン
ト低下した。

２．平成２３年見通し
売上DI（△２１）は１ポイント低下、

利益DI（△１７）は２ポイント上昇と、
ほぼ横ばい推移が見込まれる。製造業で
は持ち直すものの、非製造業では売上・
利益ともに低下する見通しで、先行きに
警戒感が強い。

３．先行きの懸念材料
企業が２３年の業況見通しを考慮するに
あたり、懸念される材料を聞いた。「個人
消費の動向」（５６％）が第１位、次いで
「公共投資の動向」（５１％）、「原油価格の
動向」（４２％）の順となった。

４．円高の影響について
「海外取引ある」企業は１５％となっ

た。円高で「悪い影響がある」と回答し
た企業は全体の２割。一方、「良い影響
がある」企業は１割となった。

特別調査

非製造業で先行きに警戒感
道内企業の年間業況見通しと円高の影響について

要 約
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1 平成２２年の業況実績と平成２３年の年間業況見通しについて

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
平成２３年道内企業の年間業況見通しと円高の影響
判断時点
平成２３年１月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４２ １００．０％
札幌市 １６６ ３７．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０５ ２３．７
道 南 ３５ ７．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６３ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７３ １６．５ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４４２ ６６．１％
製 造 業 １８２ １１２ ６１．５
食 料 品 ５７ ３７ ６４．９
木 材 ・ 木 製 品 ３２ １９ ５９．４
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３１ ６３．３
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２５ ５６．８
非 製 造 業 ４８７ ３３０ ６７．８
建 設 業 １４５ ９０ ６２．１
卸 売 業 ８９ ６１ ６８．５
小 売 業 ９６ ６４ ６６．７
運 輸 業 ５３ ３８ ７１．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２１ ７０．０
その他の非製造業 ７４ ５６ ７５．７

〈表１〉平成２３年見通し・業種別の要点

要 点（平成２３年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２１年 ２２年 ２３年
見通し

２１年 ２２年 ２３年
見通し

全産業 製造業は持ち直し、非製造業は後退 △３６ △２０ △２１ △１８ △１９ △１７

製造業 売上・利益とも持ち直し △３８ △１９ ０ △２５ △１７ ３

食料品 製菓業、食肉加工業は堅調 △１５ △１１ １１ △５ △１７ ６

木材・木製品 住宅関連は回復見込み △６５ １１ １６ △４４ ５ ０

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資関連が持ち直し △４５ △３３ △１４ △３８ △２６ ０

非製造業 建設、流通関連が不振 △３５ △２１ △２７ △１５ △２０ △２４

建設業 土木建設を中心に低水準続く △１３ △３７ △３７ △２２ △３８ △３６

卸売業 建設関連、食品卸が不振 △５７ △３ △３６ △２７ ０ △３４

小売業 政策支援効果が弱まり、自動車販売な
ど低迷 △４０ ０ △２１ △１０ △６ △１０

運輸業 持ち直すものの、タクシー・バスは不
振 △５１ △３４ △２１ ２１ △４２ △２１

ホテル・旅館業 外国人観光客に期待 △４５ △４３ ０ △３３ △１５ ５

調 査 要 項

特別調査
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食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI
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運輸 

鉄鋼・金属製品・機械 
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＜図1ｰ2＞道内企業の年間業況の推移（業種別） 
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〈表２〉売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�顧客ニーズの的確な把握
（６６％） ±０ 鉄鋼・金属製品製造業（４５％）を除く他の９業種で第１位。

�人材の育成・強化（６２％） ＋６ 非製造業（６５％）は６業種全てで上昇。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（４２％） ＋４ 小売業（５３％）、ホテル・旅館業（５２％）で５割を超える。

�営業方法の見直し（４０％） ±０ 運輸業（４２％）で１４ポイント上昇するなど、非製造業（４３％）で比較
的高率。

�新商品（サービス）の開発
（２７％） ±０ 食料品製造業（６７％）で第１位。

〈表３〉先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�個人消費の動向（５６％） △２ 食料品製造業（９１％）で９割を超えるなど、５業種で第１位。

�公共投資の動向（５１％） △１ 建設業（８９％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（７１％）で高率。

�原油価格の動向（４２％） △８ 全業種で横ばいまたは低下。運輸業（９５％）では引き続き高率。

�民間設備投資の動向（３２％） △３ 建設業（６５％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（６１％）でウエイト
大。

�物価の動向（２９％） △１０ 小売業（４５％）で上昇したが、他の９業種では低下。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�顧客ニーズの的確な把
握

①
６６
（６６）

①
５９
（６５）

①
６７
（５６）

①
６８
（７３）

②
４５
（６２）

①
５６
（７５）

①
６９
（６７）

①
５８
（５９）

①
７２
（６９）

①
７３
（６５）

①
６６
（６９）

①
７６
（７２）

①
７７
（７８）

�人材の育成・強化
②
６２
（５６）

②
５５
（５６）

③
５８
（４６）

③
３７
（４６）

①
６５
（７０）

②
５２
（６１）

②
６５
（５７）

①
５８
（５３）

②
６７
（５７）

②
７０
（６０）

②
５８
（５６）

③
５２
（４４）

②
７５
（６３）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
４２
（３８）

３９
（４０）

３９
（３７）

②
４２
（５５）

③
３６
（３２）

③
４０
（４３）

③
４３
（３７）

２４
（２８）

４４
（４３）

③
５３
（４５）

③
４２
（３６）

③
５２
（５０）

③
５４
（３１）

�営業方法の見直し ４０
（４０）

３１
（３６）

３１
（３２）

３２
（３２）

２９
（４１）

３２
（３９）

③
４３
（４２）

③
５３
（５１）

③
４６
（５３）

３３
（３１）

③
４２
（２８）

３８
（３９）

３９
（３９）

�新商品（サービス）の
開発 ２７

（２７）

③
４４
（３８）

①
６７
（６８）

３２
（２７）

３２
（２２）

３６
（２１）

２１
（２２）

５
（８）

３６
（３９）

２７
（２６）

５
（８）

３３
（４４）

３０
（２７）

�価格体系の見直し ２３
（２３）

２３
（２０）

２８
（１５）

③
３７
（１８）

１６
（２７）

１６
（２１）

２３
（２４）

２６
（３４）

１６
（１８）

２７
（２１）

２９
（１３）

３８
（５０）

１４
（１８）

�IT（ホームページ）の
活用 １４

（１４）
１３
（１１）

２２
（１５）

５
（１４）

１０
（３）

８
（１４）

１５
（１６）

１１
（１１）

１８
（１６）

１１
（１９）

３
（５）

②
６２
（５６）

１３
（１４）

	新たな事業への参入 １４
（１２）

１６
（１０）

１１
（５）

１１
（９）

２６
（１１）

１６
（１８）

１３
（１３）

１１
（８）

１８
（２０）

１１
（１９）

８
（５）

１９
（６）

１６
（１６）


他社との業務提携 １２
（１２）

９
（８）

６
（７）

５
（９）

７
（３）

２０
（１４）

１３
（１４）

１３
（１６）

１６
（５）

８
（８）

２４
（２８）

－
（６）

１３
（１８）

�その他 ２
（２）

２
（２）

－
（－）

５
（５）

－
（３）

４
（－）

３
（２）

５
（３）

２
（－）

２
（３）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�個人消費の動向
①
５６
（５８）

①
５３
（５９）

①
９１
（９５）

３７
（４８）

１９
（２４）

②
５２
（６１）

①
５８
（５８）

２６
（３２）

①
６６
（６２）

①
８３
（８４）

②
６３
（５９）

①
８１
（８３）

①
５７
（６１）

�公共投資の動向
②
５１
（５２）

②
４３
（４２）

１１
（１５）

②
５３
（４４）

①
７１
（６８）

③
４４
（４６）

②
５３
（５６）

①
８９
（８２）

②
４４
（５４）

２５
（４０）

③
５８
（５６）

２９
（２８）

②
４５
（３９）

�原油価格の動向
③
４２
（５０）

③
４２
（４９）

③
４６
（４９）

２６
（２６）

③
２９
（４７）

①
６４
（７１）

③
４２
（５１）

２３
（３６）

③
３４
（５３）

③
４４
（４９）

①
９５
（９７）

②
４８
（５６）

③
３９
（３９）

�民間設備投資の動向 ３２
（３５）

２９
（３３）

６
（－）

１６
（３０）

②
６１
（６６）

３２
（３９）

３３
（３６）

②
６５
（５９）

３３
（３３）

１３
（２１）

２９
（３６）

１０
（１１）

１８
（２２）

�物価の動向 ２９
（３９）

２６
（４４）

②
４９
（６３）

２６
（３９）

－
（２４）

２４
（４６）

３０
（３７）

２１
（３２）

３３
（３９）

②
４５
（４３）

２９
（３３）

１９
（３３）

２７
（４３）

�政局の動向 ２８
（３２）

２５
（３５）

２０
（２４）

２６
（３５）

２６
（４０）

２８
（４３）

２９
（３１）

４０
（４５）

３０
（２０）

２０
（２２）

１３
（２３）

③
４３
（１７）

２９
（３９）

�金融機関の融資姿勢 ２５
（３１）

２２
（３２）

２６
（２２）

１６
（３５）

③
２９
（３４）

１２
（３９）

２６
（３０）

３１
（４２）

３０
（３０）

１３
（１９）

３２
（２６）

③
４３
（４４）

２０
（２０）

	住宅着工の動向 ２５
（２６）

２６
（２５）

－
（－）

①
８４
（９１）

２６
（１３）

２０
（２５）

２５
（２７）

③
４２
（４２）

２８
（２５）

１４
（２４）

２６
（２３）

５
（－）

１４
（１４）


為替の動向 ２４
（２３）

３６
（３５）

４０
（３２）

③
４２
（４８）

２３
（２６）

４０
（３９）

２０
（１８）

８
（１１）

３０
（３０）

２７
（２４）

１６
（１３）

３３
（２８）

１６
（１０）

�雇用の動向 ２３
（２３）

２６
（２５）

３７
（３９）

３２
（２６）

１０
（１１）

２４
（２５）

２２
（２３）

８
（１７）

２５
（２８）

３０
（２１）

２１
（１５）

１４
（３３）

３４
（３１）

�金利の動向 １９
（２５）

１８
（２４）

２９
（２４）

１１
（２２）

１０
（１８）

２０
（３２）

１９
（２５）

２６
（３４）

１６
（２８）

１７
（２７）

１３
（２３）

５
（６）

２１
（１２）


TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向※ １８ ２４ ３７ １１ １０ ３２ １６ ８ ３３ １７ １６ １０ ９

�国と地方の財政改革
の動向 １８

（２６）
１８
（２２）

１４
（１２）

５
（１７）

２６
（３２）

２４
（２９）

１７
（２７）

３２
（４６）

１３
（１６）

１１
（１９）

１１
（１８）

５
（１７）

１６
（２５）

�中国経済の動向 １７
（１９）

２６
（２６）

２９
（２０）

１１
（３５）

２６
（２１）

３２
（３６）

１４
（１６）

６
（１１）

１５
（２０）

１４
（１９）

１８
（１０）

２９
（２８）

１６
（１６）

�アメリカ経済の動向 １７
（１８）

２２
（２９）

２９
（２４）

１６
（４４）

１３
（２４）

２８
（３２）

１６
（１４）

８
（１２）

２０
（１６）

２０
（１９）

１３
（１８）

１９
（－）

２０
（１０）

�社会保障費の増加 １７
（１２）

１５
（１４）

２０
（１２）

１１
（２２）

１０
（１１）

１６
（１４）

１８
（１２）

１６
（６）

１３
（１３）

２２
（１１）

２１
（２１）

１０
（１７）

２５
（１２）

�税制改正の動向 １４
（１７）

１４
（１５）

１４
（１２）

－
（１３）

１９
（１３）

１６
（２１）

１４
（１９）

１０
（１４）

１３
（１２）

１７
（２９）

８
（３３）

１０
（１１）

２１
（１４）

�株価の動向 １４
（１６）

１７
（１９）

２９
（１２）

１１
（１７）

７
（１８）

２０
（３２）

１３
（１５）

１０
（１９）

１３
（１０）

１１
（１６）

３
（５）

２９
（１１）

１８
（１８）

�規制緩和の動向 ９
（１３）

９
（１４）

１４
（１２）

－
（１７）

７
（１６）

１２
（１１）

１０
（１２）

７
（１２）

５
（２）

８
（１３）

２６
（２８）

－
（６）

１３
（１６）

�地価の動向 ６
（７）

３
（６）

－
（２）

５
（２２）

３
（－）

４
（７）

６
（７）

１３
（１６）

７
（－）

３
（５）

３
（－）

５
（－）

４
（８）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年調査項目なし

特別調査
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良い影響 
がある 
10％ 

特に影響 
はない 
57％ 

悪い影響 
がある 
20％ 

良い悪い 
が同程度 
13％ 

2 円高の影響について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

海外取引あり １５ ２９ ２７ ５８ ２３ １６ ９ １ ２３ １９ ３ ５ ４

輸出・輸入あり ２ ４ ５ １１ － － １ － ３ ３ － － －
輸出のみ ３ ７ １４ － １０ － １ － ２ ３ － － ２
輸入のみ １０ １８ ８ ４７ １３ １６ ７ １ １８ １３ ３ ５ ２
海外取引なし ８５ ７１ ７３ ４２ ７７ ８４ ９１ ９９ ７７ ８１ ９７ ９５ ９６

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い影響がある １０ ９ ８ １６ ３ １２ １０ ２ ２０ １６ １１ － ７
�悪い影響がある ２０ ２４ ３０ １６ ２９ １６ １９ ７ ２５ １７ ２７ ４８ １５
�良い悪いが同程度 １３ １６ １３ ３１ １０ １６ １２ ６ １３ ２２ ２２ ４ ７
�特に影響はない ５７ ５１ ４９ ３７ ５８ ５６ ５９ ８５ ４２ ４５ ４０ ４８ ７１

�海外取引の有無～「海外取引」のある企業は１５％。製造業（２９％）は非製造業（９％）の３倍強。
（単位：％）

�円高による影響～「悪い影響」（２０％）が「良い影響」（１０％）を上回る。
（単位：％）

円高による影響

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�経費削減による利益確保 ３９ ４１ ４７ １１ ５５ ４３ ３９ ２０ ２３ ４８ ４７ ４０ ６３
�国内での販路拡大 ２２ ３１ ５３ ２２ １８ １４ １８ － ５ １７ ２９ ４０ ２５
�商品価格引き上げ １２ １４ １３ ２２ ９ １４ １１ １０ ５ ２２ ６ ２０ －
�為替予約の活用 ４ １０ ７ １１ ９ １４ １ － ５ － － － －
�輸出取引の見直し ３ ７ １３ － ９ － １ － ５ － － － －
�その他 ２ － － － － － ２ － ５ ４ － － －
�海外への工場（拠点）の移転 － － － － － － － － － － － － －
	特に行っていない ４１ ３８ ２０ ５６ ３６ ５７ ４２ ７０ ５９ ２６ ３５ ３０ ３８

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�国内景気の悪化に伴う
間接的な影響 ６２ ６３ ６０ ７８ ５８ ５７ ６２ ６４ ７１ ６４ ６５ ５５ ３３

�安価な輸入商品の増加
による売上低下 １７ １９ ２０ ３３ ８ １４ １７ ９ ３３ ２７ － ９ －

�取引先からの値下げ要
請 １６ ２８ ２７ １１ ４２ ２９ １１ １８ １０ ９ １２ － ２２

�海外観光客の減少によ
る売上低下 １３ ２ － － － １４ １８ － － ９ ２９ ８２ －

�外貨建て資産の為替差
損発生 １２ ２１ １３ ３３ ２５ １４ ８ ９ １０ １４ － － １１

�輸出品の代金受取額の
減少 ５ ９ １３ － １７ － ３ － １０ － － － １１

�その他 １０ １２ １３ － １７ １４ ９ ９ ５ ５ １２ ９ ２２

�悪い影響の具体的内容～「国内景気の悪化に伴う間接的な影響」（６２％）が突出。
（該当企業３３％・１４５社、複数回答）

（単位：％）

�悪い影響に対する対策～「経費削減」（３９％）が４割弱。一方、「特に対策せず」（４１％）は４割強。
（該当企業３３％・１４５社、複数回答）

（単位：％）

特別調査
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今回調査した年間業況見通しでは、全体としては売上・利益ともにほぼ横ばいでの推移が

見込まれます。製造業では全業種で業況の回復が期待される一方、非製造業の卸売業や小売

業では政策支援効果の弱まりなどから先行き懸念が強まっています。円高については、仕入

価格の低下を歓迎する声はあるものの、燃料価格が高止まりしているため今のところメリッ

トは感じられないという意見も多数を占めるなど、明暗が分かれました。また、今年の経営

戦略では、全員参加の販売会議の実施や価格体系の見直しなどで営業基盤を強化しようとす

る動きがみられました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

Ⅰ．平成２３年の重視項目や今後の懸念材料

＜水産加工業＞ 差別化を図るため高品質の

ブランド商品を育ててきたが、今後、消費者

が安価な商品しか求めなくなることが懸念さ

れる。

＜水産加工業＞ TPP（環太平洋経済連携協

定）への参加により、原材料を安く輸入でき

るメリットもあるが、価格引き下げ要請も出

てくるのではないか。

＜乳製品製造業＞ 今後、さらに価格競争が

激しくなれば、大手メーカーには太刀打ちで

きない。また、TPPの動向によっては、当業

界は大きな打撃を受け、中小メーカーの経営

そのものが成り立たなくなる恐れがある。

＜製麺業＞ 道産の原料を使うようにしてい

るが、天候不順により質・量ともに不安定

で、生産計画を立てるのが難しい。

＜機械製造業＞ 公共事業は元請であるゼネ

コンに発注されるが、そもそも我々下請けに

発注できる金額で落札しておらず、中国向け

の安価な金額に設定されているところに問題

がある。先日中国に出張したが、日本からの

受注で大忙しであった。

＜マンション分譲＞ 新規プロジェクトの着

手から販売・完成・引渡しまでの期間が長い

ため、この流れの途中でデフレ傾向が強まっ

た場合、収益の低下を招きやすい。

＜建材卸売業＞ 地元の市街地再開発に大き

く期待しているが、工事費がどれだけ地元業

者へ還元されるのかが不安である。

＜建材卸売業＞ 政府の金融支援策が終わる

と、今まで何とか耐えていた企業の倒産が増

加し、不良債権など高リスクの取引が増える

懸念がある。与信管理の強化等をしている

が、そのための経費負担が増加傾向にある。

経営のポイント

円高の影響、明暗分かれる
〈企業の生の声〉
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＜空調機器卸売業＞ 倒産・廃業の多発によ

り販売先の減少が予想されるため、新規顧客

の発掘、休眠顧客の再稼働化が最大のポイン

トとなる。これまで管理職以上で実施してい

た販売会議に営業マン全員を出席させ、上記

議題を重点討論している。

＜サッシ卸売業＞ 住宅版エコポイントなど

の活性化施策を続けてほしい。２２年はその効

果がかなりあった。

＜ガソリンスタンド＞ 安売り業者の進出に

より、市況価格が混迷し、販売量および粗利

益の低下が予想される。

＜住宅設備機器販売＞ 価格競争に巻き込ま

れないよう、エコ商材の取り扱い拡充を図

る。

＜電器店＞ 当地方は農業を基幹産業として

おり、関連企業も多い。TPP参加となると、

地域経済、ひいては北海道全体に大きな影響

を及ぼすことになる。

＜燃料店＞ LPガスは他エネルギーより割

高なため、価格体系を見直したい。また、化

石燃料は成熟産業から衰退産業へ移行しつつ

あるため、競合激化は必至であるとともに、

資金調達が難しくなることも予想される。早

急に更なる効率化を図り、収益構造を変えな

ければならない。

＜作業用品店＞ 中国工場における、原材料

価格の高騰や労働者の確保難などが懸念され

る。

＜観光ホテル＞ 外観の老朽化や新幹線開業

に備え、設備改装を検討している。

＜観光ホテル＞ 従業員のサービス能力やホ

スピタリティを向上させ、客室単価のアップ

をはかりたい。

＜倉庫業＞ 取引先の荷主は季節商品を扱っ

ているため、冬季にかけて動きが活発になる

はずだが、例年になく悪い。見通しにも良い

材料はない。

Ⅱ．円高の影響や対応策など

＜製菓業＞ 輸入小麦をはじめとする原料価

格の高騰は、当社ではコントロールできない

が、円高が進むことで若干でも上昇傾向に歯

止めがかかればと願っている。

＜水産加工業＞ 直接の影響は燃料費である

が、どこかで調整しているのか、本来下がる

はずがあまり下がっていない。それに比べて

値上がりする時の反応は早い。

＜乳製品製造業＞ アジア方面に輸出を行っ

ているが、商社への販売という形をとってい

るため為替変動リスクは負わず、直接的な円

高の影響はない。しかし、海外から安価な輸

入製品が入ってくると、売上に影響すること

は考えられる。

＜製材業＞ 輸入取引のみなのでメリットが

あるはずだが、船運賃が高止まりしているた

め、製品価格に反映できない。

経営のポイント

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年３月号
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＜金属加工業＞ 大手企業の収益が圧迫さ

れ、設備投資マインドが鈍ることが予想され

るため、間接的には影響がある。

＜建設業＞ 円高だからといって軽油や灯油

が安くなったとは思わない。値段が上がる時

は早いが、下がることはあまりない。

＜建設業＞ 海外からの不動産投資の減少、

及び関連する建設受注の減少が懸念される。

＜サッシ卸売業＞ 仕入原価の低下につなが

る。円高は悪い事ばかりではないと思う。

＜空調機器卸売業＞ 取引先は道内企業がほ

とんどなので影響は少ないが、仕入先の本州

メーカーが弱体化し、価格交渉に応じてくれ

ないなどの間接的な影響は考えられる。

＜コンビニエンスストア＞ 福利厚生面で、

退職積立金として準備していた生命保険をド

ル建てに切り替えた。

＜食品小売業＞ 為替予約により原材料の調

達レートの安定化をはかる。また、値下げに

よる消費者への利益還元を行う。

＜燃料店＞ メーカーが利益を吸収してしま

い、一般販売会社への利益還元がない。

＜燃料店＞ 当社にとって円高はプラスにな

るはずであるが、需要と供給のバランスでは

なく投資家による投機的売買によって価格が

上昇するため、仕入原価の予想が難しい。機

器販売の促進や経費の節減等により、利益を

確保する。

＜都市ホテル＞ 円高が続くと、国内観光客

が海外に流れてしまうことが懸念される。

＜産業廃棄物処理業＞ これだけ円高が進ん

でいるのに燃料費が下がらない。上がるとき

は理由を付けてこまめに上がってきたのに、

完全に高止まりしている。

経営のポイント

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年３月号
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６
２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０

４～６月 ９３．０ ８．５ ９５．７ ２１．０ ９７．６ １２．８ ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７～９月 ９３．９ ６．１ ９４．０ １３．５ ９６．１ ５．７ ９５．８ １４．３ ９０．９ △３．６ ９７．６ ３．４
１０～１２月 p９２．９ ０．５ p９２．４ ４．９ p９５．８ ０．７ p９４．２ ５．８ p９０．０ △３．０ p９６．２ ３．４

２１年 １２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６
２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３

２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 ９３．３ ８．２ ９５．０ １７．３ １００．０ １４．４ ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 ９３．５ ６．４ ９４．８ １４．２ ９４．９ ５．４ ９６．５ １４．７ ８８．９ △６．２ ９６．７ １．３
８月 ９３．８ ６．２ ９４．３ １５．１ ９７．４ ７．０ ９５．７ １５．８ ８９．６ △５．１ ９７．５ ２．６
９月 ９４．３ ５．６ ９２．８ １１．５ ９６．０ ４．５ ９５．２ １２．６ ９０．９ △３．６ ９７．６ ３．４
１０月 ９０．６ △１．０ ９０．９ ４．３ ９４．１ △０．８ ９２．３ ４．１ ８９．２ △３．４ ９６．６ ３．８
１１月 r ９４．７ ２．４ ９１．８ ５．８ r ９７．４ ２．８ r ９４．７ ８．１ ８９．１ △５．５ r ９４．９ １．９
１２月 p９３．３ ０．０ p９４．６ ４．６ p９６．０ ０．１ p９５．７ ５．３ p９０．０ △３．０ p９６．２ ３．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８
２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１ △４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９

４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７５６ △３．４
７～９月 ２１９，８３０△１．１ ４７，４６７△１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１５ △３．０ １６６，４４４ △０．６ ３１，３５２ △０．９
１０～１２月 p２４５，５５５△１．３ p ５２，５６８△０．５ p ６１，７３６ △３．４ p １９，４２０ △０．６ p１８３，８１９ △０．６ p ３３，１４７ △０．５

２１年 １２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１ △４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３
２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７

２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１ △４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３△３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６ △３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 ７２，３９９ ０．０ １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ ５，３６３ △５．７ ５５，１２６ ０．３ １０，２７２ △１．６
７月 ７６，５６１△０．９ １７，１８９ △１．３ ２０，２４２ △１．５ ６，５１４ △１．４ ５６，３１９ △０．７ １０，６７６ △１．２
８月 ７３，７３９△１．７ １５，５００ △１．８ １６，２８７ △２．５ ４，７４３ △３．０ ５７，４５２ △１．５ １０，７５７ △１．３
９月 ６９，５３０△０．５ １４，７７８ △１．７ １６，８５７ △３．６ ４，８５８ △５．０ ５２，６７２ ０．５ ９，９１９ ０．０
１０月 ７３，８１２ ０．３ １５，８０９ ０．４ １８，１７９ △１．３ ５，５５６ ０．６ ５５，６３３ ０．９ １０，２５３ ０．３
１１月 r ７２，９４０△２．５ r １６，３２５ ０．１ １８，０４３ △４．９ ６，０２７ △０．４ r ５４，８９７ △１．７ r １０，２９８ ０．４
１２月 p ９８，８０４△１．７ p ２０，４３３△１．８ p ２５，５１５ △３．９ p ７，８３８ △１．６ p ７３，２８９ △０．８ p １２，５９５ △１．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７６／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2011.02.17 14.02.39  Page 18



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６
２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０

４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３
７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．２ △０．２ ９９．５ △０．８ ８５．８６ ９，３６９
１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．８ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．５８ １０，２２９

２１年 １２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６
２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８

２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７
８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．１ △０．３ ９９．５ △０．９ ８５．４７ ８，８２４
９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．６ ０．０ ９９．８ △０．６ ８４．３８ ９，３６９
１０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２
１１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．７ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７
１２月 ３９，６７４ １．８ ７，２６７ ２．８ ９９．９ ０．５ ９９．６ ０．０ ８３．４１ １０，２２９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３
２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１

４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０
７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６
１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２

２１年 １２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３
２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９

２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９
８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１
９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２
１０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９
１１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８
１２月 ７，５７１ △２４．１ ２，３７８ △３１．８ ２，８４３ △２６．８ ２，３５０ △９．７ ２３９，６５６ △２５．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７６／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2011.02.17 14.02.39  Page 19



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０
２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８

４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３
７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２３，３７６ １３．０
１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ ２０，５７１ ４．９

２１年 １２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５
２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１

２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９
８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．５ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ７，０７３ ２４．１
９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ９，４５９ ４．２
１０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，３５８ ７．０
１１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ６，４４２ １１．６
１２月 ２，４００ △５．２ ７４５ ７．５ ３４，９９７ １４．７ ７，０９０ △１８．１ ７，７７１ △１．６

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２
２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７

４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０
７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５
１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５

２１年 １２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５
２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８

２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ ↑ ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０
８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２
９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５
１０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ ↑ ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９
１１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２
１２月 ８１２ △３．０ ０．４２ ０．５６ ↓ ４．６ ４０ △４．８ １，１０２ △２．９

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年３月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，１２６ △１７．１ ９７７，２９２ △３７．０ ５３７，８０７ △２５．２

２１年１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９
２２年１～３月 ８４，７９９ ３３．０ １６０，３３１ ４３．３ ２８３，５７４ ２９．６ １４３，７５０ １８．９

４～６月 ８２，４５９ ４５．６ １７０，６４４ ３３．２ ２９５，５５５ ５２．０ １５３，３１４ ２７．９
７～９月 ８３，７５４ △１３．０ １７０，３１５ １７．８ ２７６，６２９ １８．２ １５３，５９９ １４．５
１０～１２月 p ８９，９０５ ５．９ １７２，７６３ １０．０ p２９４，３３７ １０．９ p１５５，７２８ １１．２

２１年 １２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ ０．０ ４８，６９１ △５．５
２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９

２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ １１１，４１５ ４５．６ ５１，５３０ ２４．３
５月 ２４，１７２ ２２．７ ５３，０９８ ３２．１ ８７，１１５ ４２．４ ４９，９３８ ３３．６
６月 ２９，０１２ ６４．４ ５８，６６８ ２７．７ ９７，０２５ ７１．０ ５１，８４６ ２６．２
７月 ３２，９２２ △９．２ ５９，８２７ ２３．５ ９８，２７１ ４３．８ ５１，８３５ １５．８
８月 ２２，１５５ △２．６ ５２，０７９ １５．５ ７７，６６９ ７．０ ５１，２３９ １７．９
９月 ２８，６７７ △２３．１ ５８，４０９ １４．３ １００，６８９ ８．３ ５０，５２４ １０．０
１０月 ３０，６５５ ２．１ ５７，２４１ ７．８ r ９０，５８３ ２．６ ４９，０５７ ８．８
１１月 r ２４，２７１ △１３．２ ５４，３９８ ９．１ r ９０，３１５ １１．９ r ５２，８０７ １４．２
１２月 p ３４，９７９ ２９．９ ６１，１２３ １２．９ p１１３，４３９ １７．８ p ５３，８６５ １０．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２
２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０～１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２１年 １２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２
２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１

２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９
６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７月 １３４，００１ ２．５ ５，７３５，４３７ １．９ ９０，４６１ ０．４ ４，０８５，７５２ △１．６
８月 １３３，９５７ ２．１ ５，７４０，８６８ ２．３ ９０，４２４ ０．３ ４，０６７，４７１ △１．７
９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０月 １３３，７４１ １．４ ５，７３０，２４５ ２．４ ９１，４５８ ０．２ ４，０６７，７０６ △１．９
１１月 １３４，５５１ １．９ ５，７５８，６３５ １．９ ９１，１２３ △０．２ ４，０６０，２７２ △１．８
１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年３月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の年間業況見通しと円高の影響について 
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